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企業不祥事を抑止するために
総論
Ⅰ．企業不祥事が起きる背景
１．安全コストの軽視⇒直接利益につながらない…激しい価格競争の元での原価削減要求
２．リストラ⇒多様な人材の放擲…事故を未然に防ぎ、何故そうしてきたかを熟知している賢人達の不在
３．横串が入らない⇒全社的なルール違反が常態化、習慣化、鈍感化…ルール設定の理由が喪失
４．臭いものに蓋⇒人事の構造的問題…権威主義的、厳罰主義的人間の上部への登用、恐怖統制
５．トップ、管理職の甘え⇒責任の転嫁…隠蔽しても大丈夫、マスコミはごまかせる、役所も味方
Ⅱ．こういう企業に不祥事は起きない

１．真実を述べられる企業風土…隠しごと、ウソをつかないことが当然のこととされている
２．上層部が自己保身に捉われない…企業の発展より、自分の権力基盤の維持に注力する組織でない
３．意志決定は上層部が厳密…事実をもって判断し、トップの意向に左右されない(属人的)会議体の運営
４．情報開示を広く実施…現場の意見や社内告発の尊重→お客様と距離が近い現場ほど事実を把握 

　　　　属人的思考スタイルとは
1.情報漏洩時⇒誰が漏らしたのか　と犯人探しに執心→問題の本質かを離れ、後手対策
2.上層部の一声で決着…トップが言われることだから従おう
3.有名無実の評価制度⇒人で評価し、個々の実績・成果を評価しない…あいつはいい、ダメだと
4.個人プレーを評価する⇒仕事は組織・システム、仕掛け、機構、などで成果が上がるが無視。
5.誰それのプロジェクトと属人化する…中曽根行革、宗夫プロジェクト、など

　　　 属人的思考が蔓延すると
1.根回しの行動が重要視される…それぞれの案件に対する真剣な検討がおざなりとなる。
2.正しくなくとも進めようとする…失敗しても責任を問われない　という生ぬるい集団形成
3.内容について詳細のチェックがされなくなる…不良発生などを隠し通せるとの誤解
4.イエスマンの集団となる…正しいことを言って睨まれるより、従っておくと無難
5.ルール無視が通常化する…トップもルール無視を容認し自身は泥をかぶらない
6.何が正しいかを認識できなくなる…指摘するものがいなくて、過ちを咎められない 

　　　　属人的組織風土からの脱皮のために
1.知恵の出せる人、汗の出せる人、批判できる人、協調できる人などのバランス良い採用
2.侃侃諤々の意見交換ができるように、企業の人間関係構築が図れるように配慮
3.違う意見を述べてもらって有難がる・歓迎するような日常的な雰囲気、スタイルをもつ
4.交友関係を幅広くし、他の職場、趣味仲間、飲み仲間などの違う世界からの意見も聞ける 

Ⅲ．　企業不祥事の分類

1. 労働関係事例
1.偽装請負　　　　　　　　　　　　　キヤノン、日立、松下プラズマディスプレイ、トヨタ関連企業の　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　光洋シーリングテクノ―。
2.二重派遣、違法派遣　　　　　　グッドウィル、西武運輸、ヨドバシカメラなど
3.外部委託による情報漏えい　　ＤＣカード、大日本印刷株式会社
4.優先的地位の濫用　　　　　　　ドンキホーテの納入、三井住友銀行のデリバティブ商品。
　　　2.　　インサイダー取引事例

　　　　　　1.放送局　　　　　　　　　　　　　　ＮＨＫ(報道局テレビニュース部制作記者が1000株、岐阜放送局放送
部記者が3150株、水戸放送局放送部ディレクターが3000株)
　　　　　　2.新聞社　　　　　　　　　　　　　　日経社員のインサイダー事件.「わが国有数の経済新聞社が舞台、証券市場に与えた影響は甚大」
　　　　　　3.印刷会社ほか　　　　　　　　　 印刷会社大手「プロネクサス」(旧社名＝亜細亜証券印刷)、宝印刷㈱
　　　　　　4.証券関係　　　　　　　　　　　　　村上世彰のインサイダー取引容疑
5.監査法人　　　　　　　　　　　　　新日本監査法人会計士
　　　3.　　情報漏えい

　　　　　　1.イージス艦事件　　　　　　　海上自衛隊２等海曹（３３）がイージス艦の中枢情報を持ち出し
 2.顧客・会員情報　　　　　　ソフトバンクＢＢ　　約110万人分 　ジャパネットたかた　約66万人分 
ローソン情報　約56万人分　　　ファミマ・クラブ会員情報　約18万人分
サントリー個人情報　約8万人分
　　　4.　　不正会計事例

　　　　　　1.大手総合重機メーカー　　　　三菱重工、　Ｉ　Ｈ　Ｉ
　　　　　　2.大手電機メーカー　　　　　　　三洋電機の不正経理、
　　　　　　3.大手証券会社　　　　　　　　　日興コーディアルグループ
　　　5.　　品質偽装事例

　　　　　　1.耐火性能偽装　　　　　　　　　日本軽金属、ＹＫＫＡＰ、日本防災化学研究所、ニチアス、東洋ゴム
　　　　　　2.食品表示偽装　　　　　　　　　中国・北朝鮮のアサリ、赤福、吉兆、不二家
　　　　　　3.再生紙配合率偽装　　　　　　王子製紙、大王製紙、三菱製紙、北越パルプ他多くの製紙会社
　　　　　　4.やらせ放送事件　　　　　　　　テレ朝日リンチ事件、フジテレ系めざましテレビ、関西テレあるある
　　　　　　5.農薬成分混入事件　　　　　　中国製ギョーザ、カツ、茶葉、ねぎなど
　　　6.　　官製の疑惑談合事例

　　　　　　1.国、機構など外郭団体　　　　橋梁工事談合、防衛施設庁、成田空港、緑資源機構林野庁幹部
　　　　　　2.県、地方都市　　　 　　　　 福島・和歌山・宮崎県、水道メーター、名古屋市地下鉄工事、枚方市

信楽
　　　7.　　景品表示法違反　　　　　　　　　ロッテのホカロン、そごうほか3社のタラバガニ、自動車「燃費向上」添加剤、新生銀行など金利、携帯電話料金の広告内容
　

Ⅳ．不祥事の最近のながれ(２次不祥事につながっている)
　　　１．　トップの責任回避発言

　　　　　　　ミートホープ・吉兆　　　　　　・会社トップが保身のために嘘発言→会社のイメージダウン　　　　　　　　
　　　2．　データー改ざん

　　　　　　　汚染物質の流失　  →   　・電力会社、王子製紙大気汚染、神戸製鋼所、ＪＦＣスティール水質
　　　　　　　エレベーター事故   →    ・シンドラー社(情報提供拒否、住民に対し説明も謝罪もない)
　　　3.　明確な違反でないものもやり玉　　→カー用品景表法排除事例（「燃費向上グッズ」）

Ⅴ．企業のブランドはなぜ傷つくのか

　　　1.　行政面の介入　　　　・・・・商品が悪くなくとも、消費者の使い方が悪くとも公表措置がとられる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　企業の違法性が無くとも行政は目的を達成のため、発動することがある。(行政への報告が遅れるとあえて見せしめの如く)　
　　　2.　ステークホルダー　　 ・・・株主の声、証券取引所の動き、業界団体の自主ルール
　　　3.　内部告発　　　　　　　　・・・否定しても後追いで事実が述べられ、より立場が悪化する傾向
　　　4.　マスコミの取り上げ方・・・報道の価値が無くなれば追わない・・・最初に何処までが正しく、どこが間違いかを述べて、リスクとなる範囲を示す(イカリスーパーのコロッケの例)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　クレームは、早期の段階で原因究明に力を注ぐこと(社内調査体制の確立)
Ⅵ．　不祥事による株価への影響

　　　1.　下落率・・・２月３日の朝日新聞の朝刊（９面）によると、昨年１年間に企業不祥事を公表した上場企業５０社の平均株価下落率が、公表後５日で約１割、なかでも４社は３５％を超える下落率だった。

2.　法令違反は回復が遅れる

　　　　　　　・・・不祥事を起こした企業の株を持ちつづけていても、株主への損害の影響は少ないが、法令順守違反(環境汚染、製造物責任、火災事故、特許侵害なと゜)に対しては、新聞報道などによる情報公開の前に市場が知って下落傾向を示し株価回復が困難、又は回復が遅い傾向。　「企業の不祥事と株価パフォーマンス　小佐野京大教授、堀立命館准教授」
Ⅶ．　不祥事が引き続いてなぜ続くのか

　　　1.　不祥事の増加状況

　　　　　　　　　　・・・『企業不祥事』のマスコミへの取り上げ回数は、大きく増加している。
報道件数は、４大新聞で年間にして１万件以上のものとなっており、１０年前の４倍以上となっている。
　　　2.　組織構成による原因
　　　　　　　　　　・・・古い体質の企業ほど、組織の枠以外のものについての関心が薄い。(役所と同じく、自
分の守備範囲以外は無関心)　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　縦割りの組織での、小さな空白部分に対して不祥事が発生する。　
(問題を気付いていても、知らん振り。　誰もが責任回避する)

　　　　　　　　　　･･･トップから一作業者に至るまで、コミュニケーションの齟齬あり
　　　　　　　　　　　　　　　　　　役員間での情報伝達に問題がある、或いは確執がある

　　　　　　　　　　　　　　　　　経営トップ層が、現場の生の声を聞かない、聞こうとしない
　　　　　　　　　　　　　　　　縦割りの仕事内容であり、社員間での仕事内容が見えず不祥事が増殖

　　　３．　縦割り組織を有意に生かす原因
　　　　　　　　　　フラットや縦割り組織は、指揮命令系統が短縮化されていて、効率的である。
　　　　　　　　　　短所とされるタライ回しや、意志統一の多重化にメスを入れて、外部情報に対するワンスト
ップサービスの実現(目的組織の開設と組織間の問題点共有化)

　　　　　　　　　　

Ⅷ．平素の不祥事対応と火を噴いた時の対応

　　　1.　平素は  　①不祥事を水面下でいかに早く見つけるか
　　　　　　　　　　　　②不祥事による会社への損害をいかに少なく済ませるか

　　　　　　　　　　　　③不祥事の発生件数をいかに減らすか　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　このような観点から会社の信頼を保つ。
　　　　　　ⅰ.　自社のリスクとして考えられる物は何があるか、その影響度は

　　　　　　ⅱ.　内部通報制度を的確に運用する・・・確認と対処
　　　　　　ⅲ.　内部統制システムの整備並びに運用・・・（組織形態や社内規定の整備、業務のマニュアル化や社員教育システムの運用、また規律を守りつつ目標を達成させるための環境整備、そして株主など外部への正確かつ有益な財務報告など）
　　　　　　ⅳ.　監査のしくみをおざなりにしない(監査役や内部監査人) 東証一部上場の太陽誘電の代表者が、本社および子会社の経費を不正使用したとして、監査役会からの指摘を受けて辞任
　　　　　　ⅴ.　ハインリッヒの法則的に、小さな違反から再発を防止できる仕組みを設ける

　　　　　　ⅵ.　社内における体制の構築と、情報の開示(コンプライアンス違反がいかに重要か)　　　　
2. 火を噴いた時⇒
1 日本で企業不祥事があった際の典型的な企業の反省の弁。
それらには、コンプライアンス体制構築の際の基本的な課題が含まれている。
	・
	問題が経営トップにあがってこない
	→
	情報伝達の問題

	・
	問題を放置しないという感覚が希薄
	→
	個人の倫理意識の欠如

	・
	何を守るべきなのか不明
	→
	社内規程等の理解不足

	・
	管理責任が不明確であり自覚なし
	→
	体制整備が不十分

	・
	自分勝手に問題の軽重を判断
	→
	リスク評価が不十分

	・
	ライン管理者等に任せきり
	→
	モニタリング不足

	
	問題発生時の対応が不十分で事件が拡大
	→
	クライシスマネジメント欠如

	・
	コンプライアンス対策が形式に流れた
	→
	有効なPDCAの欠如


2 ［会社の危機］をどのようにして切り抜けるか　が最大の課題


　　　　　　　　　　　　　　　　重大リスクは『会社の存亡にかかわる』ことの認識
※何社もがこれに対応できずに法的な倒産となっている。

　　　　　　　　1）関係組織への横串をさす…自己保身が全体を破滅させることの認識徹底
　　　　　2)謝罪の場面における誠意の表明

　　　　　　　　3)マスコミが批判する核心への対処検討

　　　　　　　　4)経営トップの退任と第三者委員会の設置(外部学識経験者、弁護士、税理士など)

　　　　　　　　5)企業再編の検討　大株主、同業他社
3.　不祥事の芽･･･例。脅威を感じるトップの発言(真意ではないと言っても)

　　　　社長の発言　⇒常務へ　「決算まで日がない、赤字とならないように頑張ってくれ」

　　　　常務の発言　⇒部長へ　「黒字に必ずしてくれ」

　　　　部長の発言　⇒課長へ　「どんなことをしてでもノルマ黒字をめざせ」
　　　　課長の発言　⇒課員へ　「ノルマ達成し黒字のためなら手段を選ばずあたれ！」
　　　　課員は　⇒　どんな方法でも、ノルマさえ達成すればいいんですね？

　　　　　　　社長の発言の真意が歪曲されて、伝わりいわゆる　伝言ゲーム　のようになる。
　　　　　　　これに対する不満を持つ従業員が、内部告発へと動く
Ⅸ．　不祥事防止のための備え

　　　1.　情報管理の体制確立

　　　　　　1）インサイダー取引の防止、会社情報漏洩の防止

　　　　　　　　・会社の内部情報に接する立場にある会社役員、等に対する厳格な周知。

　　　　　　　　・情報管理責任者の選任と、情報管理規定の作成。
　　　　　　　　・インサイダー取引防止に関する従業員への研修・・・悪意が無くとも誤解となる。
　　　　　　2)不祥事発生時の情報管理一元化

　　　　　　　　・マスコミへの公表内容、開示事実の確認作業(事実の真偽)、発表のタイミング
　　　　　　　　・内部通報の事実と内部告発の事実の真実性・・・証拠固め

　　　　　　　　　⇒事実を短時間で確認できるように体制が整っているか

　　　2.　行政処分への対応・・・先の説明と一部重複
　　　　　　1)　行政の前提としては、必ずしも企業の違法性を認定することではなく、発動することが目的

の場合がある。

2) 商品そのものの欠陥か、消費者の使い方の悪さに原因があるのかは不明でも、公表あり。

企業側の報告が遅れると、責任の確定の前に公表の可能性高まる。
適時の開示で、その取り組み態度が功となる場合もある。

クレームについては、早期の段階で原因を確認するように　!

　　　　　　　　　例　食品衛生法違反の場合　事実が確実であれば営業停止となる。
　　　　　　　　　　　　トレーサビリティをしていれば、企業リスクは最小限に抑えられる。

　　　　　　　　　　　　
3.民事介入暴力事件(反社会的勢力への対応と、クレーマーへの対応)
フロント企業について知る・・・暴力団に資金提供を行うなど暴力団組織の維持運営に積極的に協力している企業です。
「フロント企業」には、大まかに分けて２つの態様があります。
その１つが、もともと暴力団が設立し、その経営に関与している企業でその２つは、暴力団の準構成員など暴力団と親交のある者が経営する企業です。
1)　上場会社の場合は、大株主として突然現れてくる企業に留意が必要。
　　　(梁山泊グループ経営者が逮捕されていたが。。。)
　　　　・　短期間の３点セット(タックスへブン、投資事業組合・・・ライブドアーで悪用された、MSCB　
　　　　　…下方修正条件付転換社債や私募債・・・個人の資金が不足すれば償還されない性質の債
　　　　　　　券など)を用いて、ハコ企業利用・・・業績不振で無名のファンドや、仕手株に買い占められ、
　　　　　　マネーゲームの道具に使われる上場企業、　などによって数億円を稼ぎ、仲間で山分け。
　　　　・　山口組の勢力関係の変化(神戸から名古屋主流へ)・・・関西企業への名古屋主流派の　
　　　　　勢力誇示が盛ん
　　　　・　クレーマーに対しては、何事も公表、報告する姿勢へ
　　　　　　2)　フロント企業のねらい目
・　経営状況の悪化　　　　・内部統制システムの欠如(新興企業)
・　市場流動性の少ない株式(オーナー企業、振興企業)

　　　　　　3)　予防策

　　　　　　　　　・　企業行動指針による反社会的勢力(総会屋、暴力団、ブラックジャーナリズムなど)との断絶宣言　　蛇の目ミシン事件
株主情報の入手方法の確認(反社会的勢力対応支援企業、弁護士会民事暴力委員会)
・　　ＳＯＸ法　・日本版ＳＯＸ法　・内部監査など内部統制の仕組みを持つ。　反社会勢力を排除する仕組みを持つ。　　

・　　組織としての対応体制の整備と対応能力の向上・・・宣言

 　　警察、暴追センター、弁護士等外部専門機関との連携
 　　有事における民事・刑事両面からの法的対応　
　　　　　　　　　・　反社会的勢力の知識を持つ
証券市場に顔を出すフロント企業は、紳士的な言行でわからない。
経済事犯に強い犯罪グループは、暴力団と提携しているので、粗暴なグループが表面に出ることはない。
　　　　　　4)　 「企業が反社会的勢力による被害を防止するための指針」について
平成１９年６月１９日　犯罪対策閣僚会議　幹事会申合せ
Ⅹ．　不祥事が顕在化するまでの対処事項

　　　1.　ハインリッヒの法則的対処

　　　　　　・　先ず、各社はどのような事態が「企業不祥事」といえるのかを意見形成して、企業不祥事に通

じるような事例はどのような事故かを周知する。・・・・社員の責任を求めず、ヒヤリ・ハットの精

神で申告してもらい、回避策を検討することを奨励する。

　　万一発生したときも、事実の確定と原因特化が素早くできる。

　　　2.　内部通報制度(ヘルプライン)の適正な活用

　　　　　　※内部通報制度運用にあたって、最も重要なポイント⇒　下記の4つで適正な運用の可否が決定
　　　　　　　①　社長が「コンプライアンスルールの存在」と「その解釈」を直接社員に語りかけているか

　　　　　　　　　　(伝言ゲームの弊害を取り除く必要性・・・　経営トップが真摯に会社不祥事を防止しようとしているのかどうか?  行動規範、倫理綱領のもつ意味が本当のものかどうか)

　　　　　　　②　内部通報制度を下請取引先にも広報しているか。
　　　　　　　　　　(企業不祥事時のリスクを、下請企業に負担させている企業が増加・・・談合などの潜伏化)

　　　　　　　　　　下請企業による、申告の機会を確保していることが重要

　　　　　　　③　外部窓口が、何処まで社員と積極的に接しているか?

             (担当者の顔が社員ら見えているか?、担当者は積極的に受け入れる姿勢を持っているか?

　　　　　　　　　　担当者は経営トップにモノを言える人か?、担当者は秘密をまもってくれる人か?)

         ④　内部通報申告事実の認定能力

　　　　　　　　　　社内に事実認定を担当できる人物が存在するか

　　　　　　　　　　存在しなければ、外部専門家を要請(弁護士や内部通報サービス提供会社など)

　　　3.　社内の法令順守事項の確認

　　　各企業において、順守すべき法令の特定、その法令の改正状況の確認⇒詳細な法令の内

　容及び運用状況の知識までは不要⇒弁護士、行政書士、社会保険労務士菜との専門家を活用

すれば充分　　※重要なのは確認が必要では無いか?　と誰かが気付くこと

　　　　　　「そんな法律知らなかった」では済まされない法規の具体例
①　企業再編、新規事業開拓の際における許認可事項の確認…免許、届出、事後報告など

②　企業会計制度の国際化・・・監査法人は、内部統制評価の一環として社内に財務会計的知見を持つ経理担当者、内部監査人の養成に大きな期待、会計基準を自社内で理解することが必要

③　組織犯罪防止法、マネーロンダリング防止法関連、外国人労働者関連課徴金制度(内部者取引、有価証券報告書虚偽記載、適時開示違反など)

　　なお、独禁法関連、関税法関連、租税関連法規などについては、そもそも専門家による意

見を最初に求めるべきものであり、「気付き」の対象に含まない。

Ⅵ.　不祥事が発生した場合の対処方法(２次不祥事の防止)

　　　企業不祥事が発覚したときほど、一般社会において企業が注目されることは無い。　

　　　コンプライアンス経営が、叫ばれる時代となったことで、この不祥事対応が「信頼を向上さ

せるのか、信頼を低下させてしまうのか」大きく差が出る場面である。

　　1.　事実の確認が第一(本当に何が起きたのか、なぜ起きたのか)
　　　　　　1時間で認定すべき事実・・・・事実の発生内容

　　　　　　3日間で認定すべき事実・・・・原因の究明と行政への届け

　　　　　　１ヶ月後の、公式発表用に認定すべき事実・・・・(独立外部調査委員会の設立)・・・責任の所在
　　　　　※なぜ事実認定が重要なのか?
　　　　　　　　内部通報窓口への申告事実(双方からの聞き取り調査)

　　　　　　　　適時開示情報に該当するかどうかの認定(各証券取引所の適時開示規則)

　　　　　　　　マスコミへの公表事実(訂正や撤回は不信感を増幅するだけである)

	(具体例)　

　　事実を確定作業の結果、①天災地変による偶発的な事故であること、　②他社部品や他社の管理ミスが原因であると判断される事故であるとしても、事故の発生直後には明確な事故原因の高費用は避けるべきである。

　　偶発的な事故であったとしても、事故発生を回避できる措置を平時に取らなかったこと自体を「人災」と見る向きもあり、マスコミなどによる過度の調査対象となるケースとなる。

　　又、他社の管理ミスについては、「責任のなすりあい」と受け止められて、必要以上に企業の社会的評価を下げる可能性がある。

　　マスコミは、必ず世論に迎合的な報道をするものであると、心掛けること。　したがって、自社による調査結果をマスコミに公表しても、１００のうち５０しか世間に伝えてくれない。　　　　　
　マスコミ受けしない事実は一般市民に伝わらない。

　　したがって、有事における企業情報を的確に伝えられるような、情報開示手段については確保しておくこと。
　　とりわけ、各取引所における適時開示による情報公開について、日頃から慣れておく必要がある。(なお、有事において、HPによる情報開示は、アクセス集中により機能しないことがあることに注意) 


2.　経営トップの決断(後刻のために、優先順位の論理的思考)

　　　　　　
	　　ステークホルダー(顧客、会社債権者、株主、地域住民、会社従業員、取引先などの利害関係者)の利益確保は当然であるが、危機に直面した場合に誰の、どういった利益を最優先するか、　企業トップ自身が明確且つ速やかに判断することが肝要である。
　　但し、後日になって、なぜそのような優先順位を付けたのか、理屈が立つように説明できることが重要である。


　　　　　　優先順位の選定は、各業界、各企業によって異なる。
　　　　　(具体例)　製品事故発生時

　　　　　⇒　顧客、消費者、地域住民　>　取引先、会社債権者　>　会社従業員　>　株主
　　　　　　　※　会社従業員、株主に対しては、何故そのような優先順位となったのか後日説明を要する。

　　　　　＜過去の典型的事例＞

1 松下ファンヒーター製品回収事例

2 参天製薬異物混入事例　(０６年６月１４日　脅迫状受領　翌日社長記者会見、同日消費者向け告知、製品回収開始、１８日回収完了　犯人逮捕へ)

3 三井グリーンランド、　風神・雷神Ⅰ　稼動停止事例　(エキスポランド事故発生当日に

記者会見、風神・雷神管理状況説明、翌日稼動停止、告知)

　　　　　　　　　④　オリエンタルランド社　消費期限切れチョコ販売事例(不二家事件直後、完全撤収、一般顧客へ広報)

　　　　　　　　　　　※　誰の、どの利益を重視するか⇒マスコミの取り上げは１回で止まる。
　　　3.　マスコミへの対処姿勢

　　　　　　経営トップが対応する(企業の誠実性)
　　　　　　　　⇒　発生事実への遺憾の意の表明　⇒一般消費者への安全確保(商品・製品回収、使用禁

止の訴え、被害申告の訴え)

　　　　　　　　⇒　事実の正確な発表、原因解明への尽力の表明

　　　　　　　　　　　関係企業との対応状況、

　　　　　　　　　　　官公庁への報告状況の説明

　　　　　　　　　　　責任問題は後日表明するとして、再発防止策の表明を優先する

　　　　　　　　　　　過去における同種事件発生事実の調査、過去における企業の対応調査

　　　　　　　　　　　代理人は黒子に徹する(弁護士が前に出ることへの社会的評価はマイナス)
　　　　　　　　　　　不必要な発言は控える(何を言っても言い訳に聞こえる雰囲気にある、揚げ足を取られる

「俺も寝ていないんだ」、訂正可能性のある発言はマスコミの餌食となる)　
3. 後日の対応

　　　　　たとえ、マスコミが不祥事を忘れていたとしても、企業の信頼回復のためには重要な作業であり、株主総会においても充分な説明を要する。

1 責任者の処遇(懲戒処分、会社からの刑事告発、賠償請求訴訟の提起)

2 外部調査委員会による報告書の評価

3 関係官庁による刑事処分、行政処分の有無、指導内容の公表

4 再発防止策の詳細な発表

5 被害救済、製品回収などの作業報告

6 従業員や株主、一般消費者への期待に応える(不名誉な風評被害への反論、例えば不二家再生委員会によるTBSへの質問状送付や報道倫理委員会への審議申し立など。

　　　　⇒　従業員や株主に応援してもらえる企業として⇔
　　　　　

ⅹ．　内部告発とならないように人間関係の良い会社へ
　　　　　　1.どうして内部告発人は「告発」を思いとどまるのか?・・・世話になった方に迷惑をかけられない

マスコミに向けるよりも止まる。
        2.企業における「優先順位」は社内で周知されているか?

        3.内部監査人などモニタリング機能が発揮されるのもトップ次第

　　　　　　4.営業部隊に自然に受け入れられるコンプライアンス機能

　　　　　　　　二重・三重の監査で現場に嫌気を生まない効率的な監査体制

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓

　　　　　　　　　　　　経営トップのコミットメントがないと実現不可能

どこから始めるか

まずは経営トップの意識を高めることが重要である。
その上でコンプライアンス担当役員を任命し、専任部署を設けるべきである。
　次に、十分な予算を確保した上で、会社の経営理念に即した形で行動指針を明確化し、外部コンサルタント等と相談しながら自社のリスク評価をすることが必要である。
　そうすれば、リスク管理体制の構築も難しくなく、コンプライアンス・プログラムも策定できよう。
　その後、マニュアルや教育体制を構築し、各部門にコンプライアンス担当者を置き、監査・検査部門を設置・拡充し、内部通報制度を設けることである。
　いずれにしても、いきなり素晴らしい内部統制システムを構築できるわけではない。
　まずはできることから始め、日々改善の積み重ねを通じて社内全体の意識を改革していくべきである。
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